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１． はじめに 

近年，我が国へ寄港するクルーズ客船が大幅に増加

している．このような背景の中，国土交通省は「明日の

日本を支える観光ビジョン」２）の中で 2020 年の訪日ク

ルーズ旅客数の目標を 500 万人に設定しており，日本

のクルーズ市場の成長に向け様々な取り組みが行われ

ている．わが国の首都「東京」の玄関口となる東京港，

横浜港でも，新客船ターミナルの建設が進められてい

る．レインボーブリッジや横浜ベイブリッジによって

強いられているクルーズ船のマスト高による制約がな

くなるなどにより，寄港回数の増加が見込まれている．

同時に，東京港と横浜港の寄港地選択問題が顕在化す

ると考えられ，近接している２つの港による競合関係

の発生が想定される． 

 クルーズ船社の寄港地選択要因に関する研究として

は，荒牧ら３）は階層分析法（AHP）を用いて船社による

寄港地決定要因の重要度の算定を行っている．その結

果，船社は港湾施設や運航ルートよりも観光地の魅力

を重視していることを指摘している．しかしこの研究

においては，途中寄港地のみ考慮されており，より大き

な経済効果が見込める発着港については考慮されてい

ない．また，クルーズ船社の意向のみに着目しており，

港湾管理者側が整備すべき要因については着目されて

いない．  

そこで本研究では，発着港として寄港することが多

い東京港と横浜港に着目し，船社における発着港選択

の要因を明らかにする．それに加え，港湾管理者側が整

備すべき要因について感度分析を用いて明らかにする．

これにより，港湾管理者による船社の意向に応えた適

切な港湾整備が可能となる． 

２．AHPによる寄港地選択要因の分析 

２．１ 分析の手順 

 本研究では，船社の寄港地選択要因を定量的に評価

する必要がある．そのため一社ごとに寄港地決定要因

を定量的に評価することのできる AHP を用いる．クル

ーズ船社に一対比較法を用いたアンケート調査を実施

し，その結果をもとに選択要因分析を行う．選択要因の

体系は，図－１に示すとおりとする． 

 

図－１ 本研究に用いる階層構造 

２．２ アンケート調査 

船社へのアンケート調査は，AHP の基本的な質問方

法である一対比較法を用いて，東京港，横浜港に発着す

ることを前提として実施する．サンプルサイズは，東京

港，横浜港のいずれかに発着する邦船社３社，外国船社

８社としている． 

２．３ 分析手法 

 各評価項目のウェイトと，それを用いた各代替案の

総合評価値を以下の手順で算出する． 

まず各評価項目，または各代替案の一対比較値の相

乗平均を式（1）より求める． 

𝐺𝑗 = √𝑎𝑗1𝑎𝑗2𝑎𝑗3 … 𝑎𝑗𝑛
𝑛                            (1) 

Gj：一対比較値の相乗平均 

ajn：各評価項目の一対比較値 n：評価項目の数 

 この相乗平均を各評価項目，または各代替案の一対

比較値の相乗平均の合計で除して標準化する．この標

準化した値がウェイトとなる． 

𝑤𝑗 =
𝐺𝑗

∑ 𝐺
                                       (2) 

wj：各評価項目のウェイト 

 式(2)より算出したウェイトを用いて，各代替案の総

合評価値を式(3)より算出する． 

𝑣𝑗 = 𝑤1𝑤1𝑗 + 𝑤2𝑤2𝑗 + 𝑤3𝑤3𝑗 + ⋯ + 𝑤𝑛𝑤𝑛𝑗         （3） 

vj：各代替案の総合評価値 

wn：各評価項目のウェイト wnj：各代替案の評価値 
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 また港湾管理者側が重点的に整備すべき点について

明らかにするため，式(4)を用いて感度分析を行う． 

𝑣′𝑗 = (1 + 𝑚1) 𝑤1𝑤1𝑗 + ⋯ + (1 + 𝑚𝑛)𝑤𝑛𝑤𝑛𝑗         （4） 

𝑣′𝑗：分析後の各代替案の総合評価値 

𝑚𝑛：各代替案の評価値の上げ幅（％） 

AHP で算出した結果において，総合評価値の低い港

湾に着目し，その港湾で整備可能な評価項目の評価値

を上げる．これにより，他方の港湾の総合評価値にどの

程度近づき，上回ることができるかを把握する． 

３．分析結果 

３．１ 階層分析法（AHP） 

アンケートデータを邦船社と外国船社に分類し，分

析を行った．評価項目のウェイトの分析結果を図－２

に示す．この結果より，外国船社は港湾の知名度を，邦

船社は港湾の背後圏集客力を最も重視するという結果

になった．さらに，外国船社は邦船社と比較し「空港か

らのアクセス」，「ホテル客室数」を評価する傾向が示さ

れた．これはフライ＆クルーズを重視しているためで

あると考えられる． 

各代替案の総合評価値の分析結果を図－３に示す．

この分析結果より外国船社は背後地の知名度や背後圏

集客力を評価して東京港を，邦船社は背後圏の集客力

に加え，横浜港の立地による不利益の少なさを重視し，

横浜港を総合的に評価するという結果になった． 

図－２ 各評価基準のウェイト 

図－３ 各代替案の総合評価値 

３．２ 感度分析 

 本研究では，まず横浜港における「新港ふ頭客船ター

ミナルの開業」，次に東京港における「東京国際クルー

ズターミナルの開業」，そして横浜港における「大黒ふ

頭の岸壁改修」を想定して，各港湾の評価値の上げ幅を

設定して感度分析を行った．図－４に分析結果を示す． 

 
図－４ 感度分析の結果（外国船社・邦船社） 

この分析結果より，邦船社では新港ふ頭客船ターミ

ナルの開業により横浜港の総合評価値が向上したが，

その後の整備では評価に大きな変動は見られない結果

となった．外国船社は新港ふ頭客船ターミナルの開業

により横浜港の総合評価値が向上し，東京港とほぼ等

しくなるが，2020 年７月の東京国際クルーズターミナ

ル開業以降は東京港をより総合的に評価する傾向とな

った． 

４．おわりに 

 本研究では発着港の選択要因を把握するため，AHP

による要因の重要度把握を行い，それをもとに東京港

と横浜港の整備を想定した感度分析を行った．その結

果，現状は外国船社が東京港を，邦船社が横浜港を総合

的に評価している結果となり，今後新ターミナルの開

業や港湾の整備が行われてもその評価は変わらないと

推測される． 

今後の課題として，他の発着港や途中寄港地におい

ても，選択問題の顕在化が予想される港湾に関する分

析が求められる． 
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